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利用者が減少傾向にある地方都市の公共交通の維持においては，行政や交通事業者だけでなく，公共交

通利用者や公共交通を利用しない市民も含めた地域の関係者の協力が重要になっている．その協力を得る

ためには，従来のように公共交通を収支や利用者数といった効率性の観点から評価するのでなく，多くの

分野と関連し，人々の生活に大きな影響を与えるという公共交通の必要性や有効性を評価することが求め

られる．そこで，本研究では，公共交通が生み出すアウトカムを対象とした評価を行う社会的インパクト

評価の適用を試み，公共交通における評価フォーマットを提案した．さらに，その評価フォーマットを構

成する成果指標間の繋がりを共分散構造分析によって仮説検証した結果，ウェルビーイングが公共交通の

最終的な成果に位置づけられうることを示した． 
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1. はじめに 

 

(1) 研究の背景 

モータリゼーションや人口減少により，特に地方都市

において公共交通の利用者が減少している．そのため，

公共交通事業者においては，収入減少による経営悪化が

減便や路線廃止といったサービス水準の低下を招き，更

なる利用者の減少を引き起こすという負のスパイラルに

陥っている状況が見られる．そこで，民間の交通事業者

に任せきりであった従来の枠組みを見直し，地域に必要

な公共交通は地域社会全体で検討していくものであると

いう考えのもと，地方自治体を中心として公共交通を維

持していくための仕組みが平成12年以降の法制度の変化

とともに整えられてきた1)．しかし，自治体においては，

人口減少や少子高齢化により財政余力が低下しており，

また，近年では労働力不足による運転手不足が公共交通

の衰退をさらに加速させている．このような状況の中で

地域に必要な公共交通の維持が課題となっている． 

持続可能な公共交通の実現には，これまで交通事業者

や自治体が担ってきた公共交通の計画・運営に，従来は

交通サービスを享受するだけであった公共交通利用者や

公共交通を利用しない市民も含めた地域の関係者を巻き

込むことが重要になると考えられる．そのためには，公

共交通が単なる移動手段でなく，移動機会を創出するこ

とによる健康増進や地域活性化の効果，また，自動車利

用を削減することによる環境や交通安全の効果など，多

くの分野と関連し，人々の生活に大きな影響を与える交

通手段であることが認識される必要がある．これまで，

公共交通においては，収支，利用者数，費用便益比など，

事業の効率性を重視した評価が行われてきた．しかし，

公共交通の維持を図るためには，上で述べたような公共

交通の必要性や有効性を評価し，発信することで，公共

交通利用者や市民といった地域の関係者の協力を獲得し

ていく必要があると考えられる． 
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(2) 社会的インパクト評価  

本研究では，公共交通の必要性や有効性を評価する1

つのアイデアとして社会的インパクト評価を提案する．

社会的インパクト評価は，事業活動の結果として生じた

社会的，環境的な成果（アウトカム）である社会的イン

パクトを定量的，定性的に把握し，事業活動について価

値判断を加えることと定義される2)． 

社会的インパクト評価は，複雑化，多様化する社会的

課題の新たな担い手として民間非営利組織や社会的企業

などの台頭が進む中，一般的な財やサービスの提供を行

う組織に比べて金銭的価値に換算しにくいそれらの組織

の活動の成果を把握し，利害関係者に対する説明責任を

果たすとともに組織内部での学びに繋げていくことを目

的として，近年，世界的に普及が進んでいる．また，民

間企業においても企業の社会性を企業価値として捉え，

発信しようとする非財務情報開示の流れの中で，社会的

インパクト評価への関心が高まりつつある．わが国にお

いても，2015年に内閣府によって，「社会的インパクト

評価検討ワーキング・グループ」が設立され，社会的イ

ンパクト評価の導入に向けた調査や研究が進められてい

る3) 4)． 

 

(3) 社会的インパクト評価のプロセス 

内閣府の「社会的インパクト評価検討ワーキング・グ

ループ」においては，社会的インパクト評価は，図1に

示す通り，(a)計画，(b)実行，(c)分析，(d)報告・活用の4

つの過程（プロセス）を経るとされている4)． 

(a) 計画 

評価の計画段階では，まず社会的インパクト評価にお

いて重要な要素であるロジックモデルの作成が行われる．

ロジックモデルとは，「もし～ならばこうなるだろう」

という仮説の下，事業における「資源」「活動」「直接

の結果」「成果」を論理的に繋ぎ合わせ，事業が成果を

上げるために必要な要素を体系的に図示化したものであ

る．図の形式としては，これらの構成要素を表にまとめ

たものや矢印で繋ぎ合わせたものが一般的である．また，

ロジックモデルの類似概念として，Theory of Changeが活

用される場合もある．これは「変化の法則」や「変化の

理論」と翻訳され，事業を通じて解決すべき課題や問題

について，その課題や問題が引き起こされている構造や

原因と，それを解決するための変化の法則を図示化した

ものである．図の形式は決まっておらず，課題や問題の

全体図と事業により変化を起こすための戦略のみを示し

た図もあれば，事業内容や指標まで入っている図もある．

評価の計画段階において，ロジックモデルを作成するこ

とで，事業において達成すべき成果目標からバックキャ

スティングし，成果を上げるために必要な投入資源や活

動に関する関係者の役割分担を図ることが可能となる．  

 

 

そして，ロジックモデルで整理した成果の中から，事業

活動の結果が直結し，測定可能な成果を評価対象として

選択し，それぞれの成果に対して指標と測定方法を決定

する．  

(b) 実行 

評価の実行段階では，(a)で設定した指標について，ア

ンケート調査などを活用したデータの収集や測定，イン

タビューなどによる情報の収集を行う． 

(c) 分析 

評価の分析段階では，(b)で収集した定量的なデータや

定性的な情報を基にロジックモデルで想定した成果が発

現しているか分析を行う． 

(d) 報告・活用 

評価の報告・活用段階では，計測した成果と投入資源 

との関係をロジックモデルにより示し，事業の必要性や

有効性の根拠を示すことで，多様な関係者への説明責任

を果たし，資金や人材といった新たな資源の獲得に繋げ

ていく．また，成果を最大化するために必要な事業改善

や資源配分を行うための判断材料として分析結果を活用

する． 

このように社会的インパクト評価とは，ロジックモデ

ルの作成から評価結果の報告・活用に至る一連の評価プ

ロセス全体を指すものであり，評価を通じて多様な関係

者の協働を促すとともに，事業が生み出す社会的価値や

その根拠を明らかにし，新たな資源の獲得や事業内容の

見直しに繋げていくことで，事業の持続可能性を高める

仕組みであると考えられる． 

 

図-1 社会的インパクト評価のプロセス 4) 

 

図-2 ロジックモデルの例 4) 

(a)計画

(b)実行(c)分析

(d)報告・活用

ロジックモデル・
Theory of Changeの作成

評価範囲・方法の
決定

データの
収集

データの
分析

意思決定
への活用

報告

資源 活動 直接の結果 成果

・参加人数
・育成人数

＜成人病予防＞

・資金、施設
・専門スタッフ

・開催回数
・育成人数

・自己肯定感向上
・就職活動の開始
・キャリアアップ
・生活保護費減少

・予防意識の向上
・初期の疾患発見
・健康寿命の延伸
・医療費の減少

・プログラム企画
・スタッフ育成

・セミナー企画
・スタッフ育成

＜就労支援事業＞

・資金、施設
・専門スタッフ

従来の評価の範囲

第 59 回土木計画学研究発表会・講演集



 

 

3 

 

(4) 研究の目的 

公共交通はさまざまな分野と関連しながら，人々の生

活に大きな影響をもたらすという点で社会的価値が高く，

また関係者も多岐にわたることから社会的インパクト評

価を実施するのに適した事業であると考えられる． 

公共交通において社会的インパクト評価のプロセスを

応用する場合，まずロジックモデルの作成において，中

長期的な成果目標を示すとともに，成果を上げるために

関係者（行政，交通事業者，利用者，市民など）がどの

ような資源の投入や活動を行うべきかという役割分担を

図る．従来は公共交通の計画・運営に関して，収支や利

用者数など，事業の効率性を重視した数値目標の設定が

行われてきたが，利用者や市民の協力を得るためには，

健康，環境，まちづくりなど，人々の生活につながる分

かりやすい成果目標を設定することが重要であると考え

られる．そして，成果を対象とした評価を行うと同時に，

ロジックモデルにより投入資源から成果に至るまでの過

程を明示し，公共交通への投入の必要性や有効性の根拠

を示すことで，関係者への説明責任を果たすとともに，

資金や担い手といった新たな資源の獲得や事業改善に繋

げていく．このように社会的インパクト評価の一連のプ

ロセスを公共交通に適用することにより，公共交通の持

続可能性を高めることが可能となると考えられる． 

したがって，本研究では，公共交通への社会的インパ

クト評価の適用方法について検討することを目的とする．

そのために，公共交通を対象とした社会的インパクト評

価を実施している海外の先駆事例について文献調査を行

うとともに，わが国の公共交通を対象として，社会的イ

ンパクト評価の一連のプロセスにおけるロジックモデル

の作成および成果を対象とした評価の実施を試みる． 

 

2. 既往研究 

 

公共交通が生み出す社会的，環境的な成果（変化，便

益，学びその他効果）を対象とした評価方法を提案して

いる既往研究は多く存在する． 

森山ら5)は，過疎地域における公共交通サービス水準

の検討にあたって，採算性以外の評価指標として，居住

集落の生活のしやすさ（QOL指標）を提案しており，公

共交通サービス水準の向上が高齢者などのQOLを向上さ

せる効果が高いことを示している．中村6)らは，コミュ

ニティバスの導入効果について主体別に定性的な整理を

行うとともに，利用者の外出頻度の増加と商業施設の売

上の増加に関して定量的な評価を実施している．これら

の既往研究では，公共交通のサービス水準の検討や導入

効果の把握において，収支や利用者数だけでなく公共交

通が生み出す成果が重要な評価項目になるとして，その

評価方法が提案されている． 

また，田中ら 7)は，コミュニティバスの事前・事後評

価において，利用率や収支率などの定量的な項目だけで

なく，公共交通の必要性および存在意義を評価するため

の項目として，「高齢者の生活不安の拡大の有無」，

「高齢者等や周辺家族の生活行動の変化」を含めた評価

手法を提案している．西村ら 8)は公共交通が生み出す価

値と必要性を明確にするために，関連する他分野（医療，

福祉，商業，交通安全，教育，総務，観光，まちづくり，

建設，環境，防災，地域コミュニティ）における公共交

通の役割・効果を整理するとともに，公共交通がなくな

った場合に必要となってくる各分野の経費を公共交通の

クロスセクターベネフィットとして算出している．これ

らの既往研究と同様に，本研究においても，評価を実施

する目的は公共交通の必要性や有効性を示すためである．

しかし，本研究は，その根拠を明確にするために，投入

資源から成果に至るまでの過程を明示するロジックモデ

ルに基づく評価手法である社会的インパクト評価の公共

交通への適用を試みるものである． 

 

3. 公共交通を対象とした社会的インパクト評価

の先駆事例（海外事例） 

 

(1) HCT Groupの概要 

第1章でも述べた通り，営利・非営利を問わず，事業

活動の社会性を企業価値として捉え，発信しようとする

世界的な潮流がある中で，特にアメリカやヨーロッパに

おいては社会的インパクト評価の普及が進んでいる．そ

の中でも，公共交通を対象とした社会的インパクト評価

を実施している一例として，イギリスのHackney Commu-

nity Transportation Group（以下：HCT Groupと表記）につい

て文献調査を行った． 

HCT Group はロンドン特別区内のハックニー地区を始

めとするイギリス国内において，コミュニティ輸送に関

する事業に取り組む社会的企業である．主な事業活動と

しては，行政からの委託を受けた路線バスの運行，特別

支援学校に通学する生徒向けのスクールバスの運行など

がある．また，社会的企業として，商業ベースの公共交

通システムを利用できない人々に対して，病院やスーパ

ーマーケットなどの日常生活で使う施設を巡回する乗り

降り自由のバスサービスや低価格のタクシーサービスと

いった社会性が高い事業活動を行っている． 

 

(2) HCT Groupの社会的インパクト評価 

HCT Groupは「交通サービスを通じて，人々の生活を

向上させ，機会を提供し，人と地域社会を繋げる」とい

うミッションを掲げ，交通サービスの提供に関して，

「利用者の生活の変化」に関する4つの成果目標（以下

に示す(a)～(d)）と，「環境への影響」に関する成果目標
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（以下に示す(e)）を設定したTheory of Changeを表1のよう

に作成している．そして，表2に示す評価指標により，

(a)～(e)の成果目標について評価を実施している． 

(a)地域施設へのアクセス 

サービス利用者はできる限り自立した生活を送ること

ができ，その自立を維持するための支援を受けることが

できる． 

(b)身体的・精神的健康 

サービス利用者は身体的・精神的健康を感じることが

できる． 

(c)家族・友人関係 

サービス利用者は良い社会的繋がりを持つことができ

る． 

(d)市民権と地域社会 

利用者は活動的な市民であり，地域社会の一員である

と感じることができる． 

(e)自然環境との対話 

公共交通機関として，環境に良い影響を与える行動を

する． 

 

HCT Groupは，社会的インパクト評価の効果として，

評価結果を掲載した報告書の発行により，利用者やスタ

ッフ，投資家などに対して説明責任を果たす結果に繋が 

 

表-1 HCT GroupのTheory of Change 

 
 

表-2 HCT Groupの評価指標 

成果 評価指標 

(a)地域施設へのアクセス 地域施設へのアクセス（向上

割合） 

自立性 

自信 

外出能力 

(b)身体的・精神的健康 健康 

生活満足度 

生活への適応力 

(c)家族・友人関係 社交性 

他者との繋がり 

孤独感の低減 

(d)市民権と地域社会 地域の一員である気持ち 

地域活動への意欲 

(e)自然環境との対話 CO2排出量（kg/トリップ数） 

自動車利用の削減数 

環境志向の車両の割合 

ったとしている．海外においては，投資を動機づける一

要素として，事業の社会性が考慮される社会的インパク

ト投資などが進んでいることもあり，事業が生み出す成

果を報告することで新たな資源の獲得に繋がる可能性が

ある．また，HCT Groupは成果を対象とした評価を実施

することで，サービスの状況を把握し，事業改善に繋げ

るために重要なデータを集めることができるとしている． 

以上のHCT Groupの文献調査から，公共交通に対して

社会的インパクト評価を実施することにより，公共交通

の社会的価値を発信するとともに，新たな資源の獲得や

事業の見直しに繋がる可能性があることが分かった．ま

た，HCT Group が掲げるミッションは，国や地域を問わ

ず，地域公共交通における今日的な目的になると考えら

れる．そのため，わが国の公共交通への社会的インパク

ト評価の適用を検討するにあたっては，HCT Group の成

果概念や評価の考え方を参考にすることができると考え

られる． 

 

4. 国内自治体を対象としたロジックモデルの整

理分析 

 

(1) ロジックモデル作成の方針 

本章では，わが国の公共交通への社会的インパクト評

価の適用を考えるにあたって，評価プロセスの出発点と

なるロジックモデルの作成を試みる． 

社会的インパクト評価において重要なツールであるロ

ジックモデルを公共交通において作成する場合，まず，

ロジックモデルの「資源」「活動」「直接の結果」「成

果」という項目に挙げられる要素について検討する必要

があると考えた．そこで，国内自治体に対してヒアリン

グ調査を実施し，公共交通に関する各自治体の取組をロ

ジックモデルの各項目ごとに時系列的に整理した．ヒア

リング調査に関しては，ロジックモデルの各項目に挙げ

られる検討要素は多いほうが良いと考えたため，公共交

通に関してさまざまな取組を行い，利用者数の維持に成

功している岐阜市，小豆島，生瀬，富山市，高松市の 5

つの自治体を選出した． 

 

(2) 国内自治体を対象としたロジックモデル 

第 5章で示す小豆島のロジックモデル以外の岐阜市，

生瀬，富山市，高松市のロジックモデルは付録に示す．

各自治体のロジックモデルに挙げられた主な要素を整理

した結果を表 3に示す．  

公共交通に関する 5つの自治体の取組をロジックモデ

ルにより整理することで，ロジックモデルの「資源」

「活動」「直接の結果」「成果」に挙げられる要素が一

部ではあるが明らかになったと考えられる．「資源」に

ついては，どの自治体においても，行政（国，県，市， 

活動 直接の結果 成果

集団の輸送
サービス

友人や家族との交流

医療施設へのアクセス

地域行事や活動への参加

地域施設へのアクセス

自動車利用の削減

個別の輸送
サービス

(e)自然環境との対話

(b)身体的・精神的健康

(c)家族・友人関係

(d)市民権と地域社会

(a)地域施設へのアクセス

医療以外の支援サービスへ
のアクセス

雇用や教育へのアクセス
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町）の補助金を活用していること，また，協議会の開催

にあたって，行政の担当部門，学識経験者，住民代表，

交通事業者など，多様な関係者が委員として参加してい

ることが挙げられた．「活動」については，市，町によ

る計画，制度設計および協議会の開催はどの自治体にお

いても共通しているが，公共交通の既存ストックや地域

特性などの違いから，地域の文脈に応じた事業活動が行

われていることが分かった．また，「資源」「活動」に

関する利用者・市民の協力および他分野との連携として

特筆すべき点としては，岐阜市，生瀬地区，富山市では，

コミュニティバスの計画，運営に地元住民が積極的に関

わっており，運行費用の一部に地元企業の協賛金が活用

されている事例があること，小豆島では，バス会社の設

立に地元住民や地元企業が出資していること，高松市で

は，行政内部で福祉部局との連携が図られているという

ことが挙げられた．「直接の結果」については，主に利

用者数に関するものが挙げられた．「成果」については，

岐阜市，富山市，高松市ではまちづくりへの効果，小豆

島では医療・教育分野への効果，生瀬では地域活性化へ

の効果が挙げられた． 

公共交通においてロジックモデルを作成することによ

り，上に述べたような「資源」「活動」に関する関係者

の役割分担から「成果」に至るまでの過程を明示し，関

係者間で共有することが可能となると考えられる．また，

ロジックモデルを作成することで，事業が成果を上げる

ために必要な活動，その活動を行うために必要な資源と

いうように，バックキャスティング的に事業内容を検討

することが可能になるため，運転手や資金といった限り

ある資源を効率的に活用することにも繋がると考えられ

る． 

 

5. 小豆島での社会的インパクト評価の実施 

 

(1) 小豆島のロジックモデルと調査概要 

第 4章で作成した 5つの自治体のロジックモデルのう

ち，小豆島を対象として作成したロジックモデルを図 3

に示す． 

小豆島では，島内路線バスを運行する民間事業者が路

線バス事業から撤退することを受け，自治体や島民の出

資による小豆島オリーブバス株式会社が設立したが，高

額運賃などの問題から利用者は減少傾向にあった．医療

分野においても，島内医療機関の患者数減少や医療従事

者の減少が課題となっており，2 つの公立病院の統合が

予定されていた．また，教育分野では，少子化による 2

つの公立高校の統合が決まっていたが，自転車通学の多

さによる交通事故リスクの増加が課題となっていた．こ

のような地域の課題を解決するために，平成 28 年 4 月

の新病院の開院，平成 29 年 4 月の統合高校の開校に合

わせて，平成 28 年 3 月に地域公共交通網形成計画が策

定され，新病院・統合高校へのアクセスを重視した路線

バスの再編，バス運賃制度の変更などの取組が行われた．  

また，この計画においては，住民代表として，病院・高

校関係者の関与も見られる 12)．このように小豆島は，医

療・教育分野への効果という公共交通の成果からバック

キャスティングし，成果を上げるために必要な資源や活

動を検討してきた事例であると言える．そして，路線バ

ス利用者数の大幅な増加が実現するとともに，島内医療

機関への受診件数・費用額の構成比率の増加やバス通学

増加による交通死亡事故リスク低減の便益といった医療 

 

 

図-3 小豆島のロジックモデル 

 

 

図-4 小豆島における公共交通網の再編 12) 

資源 活動 直接の結果 成果

小豆島地域公共交通
網形成計画(H28.3)

協議会委員

小豆島地域公共交通
協議会(H27)

学識経験者

各町の住民代表
自治連合会
老人クラブ

高校のPTA会長

交通事業者

計画策定自治体
(小豆島町、土庄町)

小豆島地域公共交通
協議会実施事業(H28)

国・町の補助金

病院関係者

国・県の担当部門

医療

通学定期購入者数
(生徒の15%以上)

フリー乗車券の販売
枚数(対前年度以上)

路線バス年間利用者
(約1.7倍)

教育

利用者数増加
（約2倍）

公共交通

島内医療機関への
受診件数・費用額
の構成比率の増加

(H27～28)

バス通学増加に

よる交通死亡事故
リスク低減の便益

民間事業者がバス
事業から撤退(H21.6)

出資 3000株
自治体 1000株
自治会 400株
地元企業 1600株

小豆島オリーブバス
会社設立(H21.11)

数値目標

平均乗降人数
(5,000人以上/月)

・新病院,統合高校へ
のアクセスを重視
した路線バス再編

・運賃設定の変更
・通学定期助成制度

小豆島中央病院
(H28.4開院)

小豆島中央高校
(H29.4開校)

表-3 ロジックモデルに基づく各自治体の取組の整理 

 

資源 活動 直接の結果 成果

岐阜市

・国,市の補助金
・協議会委員
・地元住民の参加

(コミバス)

・バスOD調査
・計画,制度設計
・協議会の開催

・利用者数の増加
・公共交通満足度の
向上

・土地利用計画・
都市計画との連携

まちづくりへの効果

小豆島

・国,町の補助金
・協議会委員

(病院,高校関係者)

・バス会社設立
(住民,企業の出資)

・計画,制度設計
・協議会の開催

・利用者数の増加 医療・教育分野への
効果

生瀬

・国,市の補助金
・協議会委員
・地元企業の協賛金

・協議会の開催
・試験運行
・利用促進計画,

支援制度設計

・運行形態,目的地,

料金の決定
・地域住民の協力
・交通事業者の協力

地域活性化への効果

富山市

・国,県,市の補助金
・協議会委員
・地元住民,企業の
参加(コミバス)

・計画,制度設計
・協議会の開催

・利用者数の増加
・中心市街地の
児童数の増加

まちづくりへの効果

高松市
・市の補助金
・協議会委員
・福祉部局との連携

・計画,制度設計
・協議会の開催

・電車とバスの乗継
件数増加

・交通事業者の協力

まちづくりへの効果

なまぜ
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・教育分野への効果も示されている 13)． 

本研究では，さらに，このような医療・教育施設の統

廃合に対応した路線バスの再編による社会的インパクト

を市民生活の視点から把握するために，小豆島を対象と

した評価を実施した．調査の概要は表 4に示す．  

調査においては，まず路線バスの利用の有無を確認す

るために，路線バスの利用状況に関する質問を用意した．

そして，調査の中心となる社会的インパクトに関する質

問項目については，交通サービスの提供による「利用者

の生活の変化」を中心とした評価を実施しているHCT 

Groupの5つの成果目標（(a)地域施設へのアクセス，(b)身

体的・精神的健康，(c)家族・友人関係，(d)市民権と地域

社会，(e)自然環境との対話）と評価指標を参考に評価項

目を設定した． 

回答者の基本的な情報として，性別と年齢について単

純集計を行った結果を図5に示す．回答者については，

60歳以上の高齢者が半数以上を占めるという結果であっ

た．また，路線バスの利用状況についての質問の単純集

計を行った結果を図6に示す．地域公共交通網形成計画

のさまざまな施策により路線バス利用者数は増加したも

のの，日常的に路線バスを利用している人の割合は約

18%という結果であった．しかし，今は利用していない

が，今後利用するという回答が約6%，自動車が使えな

くなったときなどに利用するという回答が約40%を占め

ており，今後の利用者数の増加が予想される． 

 

(2) 路線バスの再編による社会的インパクトの把握 

路線バスの再編による社会的インパクトを把握するた

めに，年齢階層別および路線バスの利用の有無の別で社

会的インパクトに関する質問項目の単純集計を行った．

また，質問項目については，公共交通の利用との関係が

相対的に強い項目の結果を示すために，フィッシャーの

直接確率検定（有意水準5%）により，路線バスの利用

と統計学的に有意な関連があった項目を挙げている． 

まず，年齢階層別の単純集計結果として，70 歳未満

の被験者の回答結果を図7に，70歳以上の被験者の回答

結果を図 8に示す．70歳未満の回答者については，路線 

バス再編前後での生活の改善割合が低下割合よりも相対

的に大きい傾向が見られる一方で，70歳以上の回答者に

ついては，低下割合が大きい傾向が見られた．これは，

高年齢に起因する健康や孤独への不安が影響しているこ

とが考えられる． 

次に，路線バスの利用の有無の別の単純集計結果とし

て，路線バス利用者の回答結果を図9に，非利用者の回

答結果を図10に示す．路線バス利用者の回答結果につい

ては，路線バス再編前後での生活の改善割合が低下割合

よりも相対的に大きい傾向が見られる一方で，非利用者

の回答結果については，逆の傾向が見られた． 

表-4 調査概要 

調査期間 2018年 11月 9日～11月 30日 

調査目的 路線バスの再編による社会的インパク

トの把握 

調査対象 小豆島地域の 16歳以上の島民 

（地区と年齢割で無作為抽出） 

調査結果 配布部数：1000票 

回収部数：361票 

回収率：36.1% 

 

 

 

 

図-7 70歳未満の被験者の回答結果（N=215） 

 

 

図-8 70歳以上の被験者の回答結果（N=103） 

0% 10% 20% 30% 40%

『買物頻度』の変化

『通院頻度』の変化

自分で外出したいと思う気持ち

自分で外出できる力

行きたいところに自分で行ける自信

他者に頼らず自立して生活する力

心や身体の健康状態

生活に対する満足度

離れた身内や友人と交流すること

他者とのつながりを感じること

地域の一員であると感じること

増加

やや増加

減少

やや減少

0% 10% 20% 30% 40%

『買物頻度』の変化

『通院頻度』の変化

自分で外出したいと思う気持ち

自分で外出できる力

行きたいところに自分で行ける自信

他者に頼らず自立して生活する力

心や身体の健康状態

生活に対する満足度

離れた身内や友人と交流すること

他者とのつながりを感じること

地域の一員であると感じること

増加

やや増加

減少

やや減少

 

図-5 回答者属性 

 

図-6 路線バスの利用 

男性

女性

10代

20代

30代

40代

50代

60代

70代

80代以上

3%
4%

10%

9%

14%

27%

22%

11%

56% 44%

性別（N=317） 年齢（N=318）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

N=321

今利用しており、今後も利用する

今は利用していないが、利用できる環境にあり、今後利用する

今は利用できる環境にないが、今より改善されれば利用する

今は利用していないが、自動車が使えなくなった時などに利用する

今のところ利用する予定はない

その他

17.8% 41.4% 28.0%

5.6% 4.7% 2.5%
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以上の社会的インパクトに関する質問項目の単純集計 

結果より，加齢による健康や孤独への不安の影響が考え

られる70歳以上の高齢者を除けば，路線バスの再編によ

る市民生活の変化が確認でき，特に路線バス利用者では

生活の改善割合が大きい傾向が見られた． 

 

(3) 社会的インパクト評価のフォーマット案 

小豆島で実施した評価の結果を小豆島のロジックモデ

ルに反映したものを図11に示す．社会的インパクト評価

とは，このようにロジックモデルに基づく評価手法であ

ると考えられるため，本研究では，図11を小豆島におけ

る社会的インパクト評価のフォーマットとして提案する．

この評価フォーマットにおいては，HCT Groupの成果概

念を「外出頻度の変化」「自立した外出」「家族・知

人・地域との関わり」「個人・地域のウェルビーイング」

という成果指標に束ねるとともに，その間の繋がりを推

定している． 

そして，その成果指標間の繋がりを明確にするために，

全被験者の回答結果を用いて共分散構造分析を行ったと

ころ，図12のような結果が得られた．この共分散構造分

析においては，モデルの適合度を表すCFIの値が0.965を

示しており，比較的当てはまりの良いモデルであると言

える．したがって，小豆島の公共交通においては，「外

出頻度の変化」「自立した外出」「家族・知人・地域と

の関わり」「個人・地域のウェルビーイング」という成

果指標の中でも，「個人・地域のウェルビーイング」が

長期的に重要な成果指標として位置づけられる可能性が

示唆された． 

 

6. 結論 

 

本研究では，わが国の公共交通への社会的インパクト

評価の適用を試みるために，海外の先駆事例について文

献調査を行うとともに，わが国の公共交通を対象とした

ロジックモデルの作成および公共交通が生み出す社会的

インパクトを市民生活の視点から把握する評価を実施し

た．そして，小豆島を対象として，ロジックモデルに基

づく社会的インパクト評価のフォーマット案を提案した．

また，その評価フォーマットを構成する「外出頻度の変

化」「自立した外出」「家族・知人・友人との関わり」

「個人・地域のウェルビーイング」という成果指標間の

繋がりを共分散構造分析によって仮説検証した結果，公

共交通においては，「個人・地域のウェルビーイング」

が長期的に重要な成果指標として位置づけられる可能性

が示唆された．しかし，この評価フォーマットを構成す

る成果指標間の繋がりは，小豆島のデータのみに基づく

結果であるため，他地域の公共交通においても適用可能

であるか検証する必要があると考えられる． 

謝辞：本研究の遂行にあたり，岐阜市，小豆島，富山市，

高松市の自治体の皆様には，非常に多くのご協力を賜り

ました．また，小豆島におけるアンケート調査の打ち込

み作業にあたっては，株式会社福山コンサルタントの森

友様に大変お世話になりました．心より感謝いたします． 

 

 
図-9 路線バス利用者の回答結果（N=50） 

 

 
図-10 路線バス非利用者の回答結果（N=268） 

 

 

図-11 社会的インパクト評価のフォーマット案 

 

 

図-12 共分散構造分析の結果 

0% 10% 20% 30% 40%

『買物頻度』の変化

『通院頻度』の変化

自分で外出したいと思う気持ち

自分で外出できる力

行きたいところに自分で行ける自信

他者に頼らず自立して生活する力

心や身体の健康状態

生活に対する満足度

離れた身内や友人と交流すること

他者とのつながりを感じること

地域の一員であると感じること

増加

やや増加

減少

やや減少

0% 10% 20% 30% 40%

『買物頻度』の変化

『通院頻度』の変化

自分で外出したいと思う気持ち

自分で外出できる力

行きたいところに自分で行ける自信

他者に頼らず自立して生活する力

心や身体の健康状態

生活に対する満足度

離れた身内や友人と交流すること

他者とのつながりを感じること

地域の一員であると感じること

増加

やや増加

減少

やや減少

直接の結果 成果

(b)精神的・身体的健康(c)家族や友人との繋がり
(d)市民権と地域社会

外出頻度の
変化

家族・知人・
地域との関わり

個人・地域の
ウェルビーイング

16% 買物頻度

(a)地域施設へのアクセス

12% 通院頻度

22% 外出したい
気持ち

28% 外出できる力

24% 行きたいところ
に行ける自信

24%
自立して
生活する力

20% 離れた身内や友人との交流

18% 他者との繋がりを感じること

16%
地域の一員であると感じる
こと

18% 心や身体の健康

22%
生活に対する
満足度

増加

やや増加

変化なし，減少

自立した外出

医療

利用者増加
（約2倍）

島内医療機関への
受診件数・費用額
の構成比率の増加

(H27～28)

バス通学増加に

よる交通死亡事故
リスク低減の便益

公共交通 教育

通学定期購入者

フリー乗車券の
販売枚数

路線バス
年間利用者数

数値目標

平均乗降人数
(池田地区)

外出頻度の
変化

買物頻度 外出したいと
思う気持ち

外出できる力

行きたい所に
行ける自信

自立して
生活する力

離れた身内や
友人との交流

他者との
繋がり

地域の一員で
ある気持ち

心や身体の
健康状態

生活満足度

0.80***

0.58***
0.86***

0.95***

0.92***

0.95***

0.81***

0.77*** 0.39***

0.58***

0.83***0.93*** 0.90***

通院頻度

N=318

CFI:0.965

TLI:0.952

RMSEA:0.094

***: p<0.001
個人・地域の

ウェルビーイング

0.90***

0.38***

顕在変数

凡例

潜在変数

家族・知人・
地域との関わり

自立した外出
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付録 

 岐阜市，生瀬，富山市，高松市を対象として作成した

ロジックモデルを以下に示す． 

 

 

付録A 岐阜市のロジックモデル 

 

 

付録B 生瀬のロジックモデル 

 

 

 

 

 

付録C 富山市のロジックモデル 

 

 

付録D 高松市のロジックモデル 

資源 活動 直接の結果 成果

調査費用
(国の補助制度活用)

人力での10万OD調査
(H10～11)

規制緩和(H14.2)

公共交通のための
財源確保

＝岐阜市バス路線
（維持）補助制度

路面電車の廃止(H16)

公共交通の消滅危機

バス＆トランジット
モール社会実験(H15)

公共交通と商店街との
連携の意識付け

・ICカード
・バスロケーション
・バスレーン/PTPS導入
・バスターミナル整備等

ツール整備

オムニバスタウン
計画(H14～18)

市バス路線譲渡(H14)

市バス補助からバス
交通活性化へ政策転換

岐阜市総合交通
協議会(H20）

協議会委員

学識経験者

商工団体・住民代表

交通事業者

岐阜市

国・県の担当部門

モデル指定により
国の補助制度活用

BRT&トランジット
モール再実験

(商店街の発意)

市民協働型コミバス
の導入(H18)

(住民の意識転換)

利用者の増加

ネットワーク計画

行政・事業者協働型
BRTの導入(H23～26)

・サービスを決定
する当事者

・計画、制度設計
・運営の支援

行政

地域住民

・サービス提供

交通事業者 ＜ラストワンマイル＞

＜幹線路線の強化＞

公共交通満足度
向上

ネットワーク化の
段階的構築による
利便性と効率性

幹線バスを軸とした
立地適正化計画(H29)

網形成計画・再編
実施計画(H27)

土地利用との連携に
よる持続性の確保

運行経費の削減と
利用者数の維持に
よる収支改善

公共交通と土地利用
計画・都市計画との

連携(LTP)

まちづくりへの効果

労働者不足による
運転手不足

公共交通の新たな危機

資源 活動 直接の結果 成果

無料試験運行
(H24.10)

目的地：宝塚駅

「ぐるっと生瀬」
運行協議会(準備会)の

発足(H25.4)

住民のお出かけの足

を考える諮問会議の
発足(H23.12)

(住民の意識づくり)

交通事業者

学識経験者

5自治会

9自治会

利用者数
144人/日

協議会委員

自治会の予備費

市

第1回有料試験運行
(H26.3)

目的地：生瀬駅
運賃 ：200円

第2回有料試験運行
(H26.10～H27.3)

目的地：宝塚駅
運賃 ：300円

ぐるっと生瀬の
運行に必要な要素

利用者数
43.3人/日

利用者数
65.1人/日

運行形態
の決定

目的地
料金の
決定

地域住民
の協力

交通
事業者
の確保

資金

地元企業の協賛金

交通事業者
（阪急タクシー）

市の補助金

「ぐるっと生瀬」

運行協議会の発足
(H27.5)

学識経験者

9自治会

交通事業者

協議会参加者

市

事業目標

平均乗車人員
1年目：70人/日
2年目：85人/日
3年目：100人/日
（黒字化の目安）

交通不便地域の
局長指定(H27.5)

市の赤字補填

資金

本格運行(H27.10)

近畿運輸局

地域内フィーダー
系確保維持費
国庫補助金

地元企業の協賛金

＜利用促進計画＞
・機関紙の発行
・HPの活用
・住民MM

勉強会・座談会
盆踊りでの広報活動

・学校MM

園児の試乗体験
小学生への説明
中学生の職業体験

「ぐるっと生瀬」を
ツールとした
地域の活性化

資源 活動 直接の結果 成果

富山市公共交通
活性化計画(H19.3)

(富山市公共交通戦略)

市内電車環状線化
事業(H21.12)

富山ライトレールの
整備(JR富山港線)

(H18.4)

環状線利用者の増加
(女性・高齢者)

中心市街地の
児童数の増加

外出機会の増加

富山駅前と中心市街地
の交通利用者の増加

商業のにぎわい

沿線居住の推進

市・県・国の補助金

公設民営の考え方
による費用負担

運賃収入、市の負担

＜運営費＞

市内電車の運行

上下分離方式

富山地方鉄道

施設・車両の整備

富山市

＜建設費＞
おでかけ定期券事業

(H16.5～)

1日あたり2,733回
約1,400人が利用

(H29)

＜鉄軌道活性化事業＞

数値目標

公共交通が便利な地域
に住む市民の割合
概ね20年後に約4割

利用者の増加
平日2倍、休日3倍

(特に高齢者)

富山市都市交通
協議会(H19.11)

協議会委員

富山市

学識経験者

交通事業者

国・県の担当部門

医療分野への効果
歩数の増加による
医療費の削減効果

公共交通を軸とした
コンパクトな

まちづくり(H14～)

JR高山本線活性化
事業(H18～)

利用者の増加
地鉄不二超・上滝線
活性化事業(H23～)

市の経費

＜幹線バス活性化事業＞バス停上屋等の
整備への補助金

市の補助制度

関係者の役割分担

・運行費補助(9/20)

・車両の無料貸与

地元住民

富山市

・協賛金、利用促進
・連携活動

地元企業

・利用促進、財政協力

交通事業者

・バスの運行

車両購入補助金

地域自主運行バス

＜生活交通整備方針＞

幹線バス

市内電車輸送人員
定期券利用者の増加
定期外利用者の増加

富山市総合交通戦略
H19 策定

H25 追加・修正

北陸新幹線開業に
向けた富山駅整備

モビリティ
マネジメント事業 全66校中、59校の

小学校で実施(H29)

ICカード学生証に
よる市内電車
利用者数の増加

・のりもの語り教育
・大学生向け講義

富山市地域公共交通
網形成計画(H28)

資源 活動 直接の結果 成果

総合都市交通計画
策定(H22.11)

総合都市交通計画

推進協議会の開催
(H22.11)

利用促進事業

初期費用と運賃割
引額の差額を市が
補助金として補填

利用者が増加するほど
事業者の利益になる

電車とバスの
乗継件数増加

交通事業者との
合意形成

まちづくりの
課題共有

協議会委員

市

NPO・市民代表

学識経験者

交通事業者

商工団体・経済団体
の代表者

・利用促進

交通事業者

市民

・事業の効率化

民間企業

各関係者の役割分担

市

電車・バス乗継割引
拡大制度(H26.3)

高齢者公共交通運賃
半額制度(H26.10)

・利用促進事業
＜ICカード施策＞

公共交通利用促進
条例制定(H25.9)

国・県の担当部門

地域公共交通再編
実施計画(H28.3)

(アクションプラン)

地域公共交通網形成
計画(H27.3)

立地適正化計画
(H30.3)

人の移動を束ねる

まちづくり企画課

交通政策課

高松市における
関係部局の連携

健康福祉局

ラストワンマイル
の移動が対象

・バス路線再編
・P&R、C&Rの促進
・コミバスの改善・検討

拠点及び公共交通軸
の強化・形成

各拠点への
アクセス性向上

公共交通
利用環境の向上

・ICカードの拡大・活用
・利便性の高い情報提供

人の活動を束ねる

都市機能の集約

都市のコンパクト化

コンパクト＋ネット
ワークのまちづくり

・交通結節拠点の整備
（ことでん、JR）

・基幹交通軸強化
（複線化）

・新交通システムの検討
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A STUDY ON SOCIAL IMPACT ASSESSMENT 

OF LOCAL PUBLIC TRANSPORT POLICIES 

 

Rina HIRANO, Kenji DOI, Hiroto INOI. Yasuchika AOKI and Haruka YAMASAKI 

 
In order to maintain local public transport whose users are decreasing, it is important to gain not only 

cooperation of local government and transport operators, but also engagement of local stakeholders. For 

the promotion of a wide spectrum of engagement, it is required to evaluate the necessity and effectiveness 

of public transport that greatly influences the citizen’s lives, instead of evaluating public transport from the 

viewpoint of efficiency such as profits and the number of users. In this paper, we tried to apply social impact 

assessment which evaluates the outcome produced by public transport, and proposed a format of social 

impact assessment in public transport. From the covariance structure analysis of the connection between 

the outcome indicators that compose the format, individual and regional well-being is the most important 

long-term outcome of public transport. 
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